
カーボンニュートラルの推進に
ついて

富山県カーボンニュートラル推進課

資料１



地域脱炭素ステップアップ講座のねらい

•温室効果ガスによる地球温暖化

→気候変動問題、環境問題は待ったなし

↓

•脱炭素を通じて、地域課題を解決し、地域の魅力
と質を向上させる→具体的な取組みにつなげる

・実行計画の策定、実行

・公共施設への再エネ導入

・サプライチェーンの中で選ばれる民間企業育成
等

ピンチをチャンスに



 中期目標①  

温室効果ガス排出量 2030 年度に 53%削減（2013 年度比）  
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再生可能エネルギー導入量

 中期目標③  

再生可能エネルギー電力  2030 年度に+846GWh 導入（2020年度比） 

再生可能エネルギー熱利用 さらなる導入拡大 

 1 

4



再生可能エネルギー導入量（ＣＮ戦略より）

種類 導入規模

太陽光発電
＋３５９GWh/年

住宅：1.9万戸×5kW（2030年度に新築の６割に設置）
公共施設：現状比2倍
その他建物：導入ポテンシャルの約5% に相当

水力発電
＋９２GWh/年

計画中27件（12MW）＋新規10件（3MW）に相当
※2050に向けてポテンシャルを十分活かせるよう取組む

風力発電
＋７８GWh/年

計画中２件（陸上：朝日町、洋上：入善町）
※2050に向けて新規の洋上風力を設置できるよう取組む

太陽熱
＋１３千㎡

住宅約3.3千戸（2030年度に新築の１割に設置）に相当

地中熱
＋200台

把握可能な2006年度からの年平均導入量（年間約2.3
台）の10倍を目指す（23台/年×８年＝184台→200台）



位置付け 地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画（事務事業編）

対 象 県自ら行う事務事業に伴うCO2排出量など

〔対象機関〕知事部局、議会事務局、企業局、教育委員会事務局、警察本部及び各行政委員会事務局
の本庁及び出先機関（県立学校、警察署を含む。）、指定管理者制度導入施設

基準 2013年度

97,833 ｔ

目標 2030年度

44,025ｔ

▲55％の達成に向け、現状
(2021年度)より約35,700ｔ
の削減が必要

▲55％
(▲約53,800ｔ)

目標

CO2排出量 2030年度に55％以上削減（2013年度比）

第９章 県庁の率先行動
（別冊２ 県庁の率先行動）



県の公共施設におけるCO2排出量削減に向けた取組み
と削減量の推計

項目 CO2削減量
（ｔ）

LED照明への転換 2030年度までに100％LED化 3,159

太陽光発電設備の導入 設置可能な県有施設の50％に設置 371

ガソリン車の電動車化 ｶﾞｿﾘﾝ車を電気自動車に更新 720

建築物のZEB化 新築建築物は原則 ZEB Ready相当以上 2,137

燃料転換 重油、灯油から電気、都市ガスに転換 2,009

環境に配慮したｴﾈﾙｷﾞｰの調達 再ｴﾈ電力等の調達 1,623

合 計 10,020
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排出量取引市場の稼働、炭素に対する賦課金制度の導入






